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日本の高卒就職の特徴日本の高卒就職の特徴

企業が生徒 直接接触する とは きず企業が生徒に直接接触することはできず、ハ
ローワーク、または高校を通じて求職すること
な るになっている

就職スケジュールが決められている就職 ケジ 決 られ る

地域によって異なるが、ある時期までは「一
人一社制」である人 社制」である

生徒の希望が重なった場合、学校内での成
績や欠席日数によ て校内で選考して 生徒績や欠席日数によって校内で選考して、生徒
を送り出すことが多い



データの概要 対象地域の概要データの概要 対象地域の概要

「高卒就職支援調査」 類型
労働力 需給状 求人内 対象地「高卒就職支援調査」
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高卒就職のスケジュールの変化高卒就職のスケジュールの変化

内定時期の変化 求人受理時期と受理内定時期の変化 求人受理時期と受理
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大阪 23,580 3,945 16.7% 14,173 4,214 29.7% -13.0%

東京 44,861 10,897 24.3% 29,632 11,963 40.4% -16.1%
埼玉 12,227 2,591 21.2% 7,041 2,238 31.8% -10.6%
新潟 6,932 2,221 32.0% 4,298 2,636 61.3% -29.3%50.0
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北海道 10,054 6,901 68.6% 10,477 7,872 75.1% -6.5%
高知 761 392 51.5% 637 391 61.4% -9.9%
大分 4,804 1,293 26.9% 2,805 1,606 57.3% -30.3%
青森 2,460 1,614 65.6% 2,365 1,817 76.8% -11.2%
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高校－企業間関係の変化高校 企業間関係の変化

90年代前半までは 高校と企業との継続的な関係90年代前半までは、高校と企業との継続的な関係
の中で、多くの高校生の就職は決まっていた。日本
労働研究機構（1998）の事例調査によれば 就職労働研究機構（1998）の事例調査によれば、就職
先企業のうち、7割は継続している企業であった。
90年代前半に 高校 企業間関係に構造変動が生90年代前半に、高校－企業間関係に構造変動が生
じ、継続的な関係のない企業への就職が以前に比
べて増加したべて増加した

しかし90年代後半から現在までは、それほど変化は
見られなか た見られなかった

→景気変動だけでなく、労働市場が縮小した



高校 企業間関係をはかる高校―企業間関係をはかる
「単発採用企業：データ観察期間の中で、１回単発採用企業：デ タ観察期間の中で、１回
しか採用のなかった企業」とし、「単発採用企
業」数を５年間のトータルの就職先企業数で業」数を５年間のトータルの就職先企業数で
除した比率が低いほど、高校―企業間関係の
継続性が高いと捉えることにする継続性が高いと捉えることにする。

データ観察期間は、2002年３月から2007年３観 期 、
月卒業者の５年間。この時期は2002年に景
気が底を打ったあとの一貫した回復期にあり気が底を打ったあとの 貫した回復期にあり、
企業の求人が復活かつ継続しやすい時期で
あるため 観察期間として適切だと考えるあるため、観察期間として適切だと考える。



学科・地域類型・就職者人数・単発採用企業比率学科・地域類型・就職者人数・単発採用企業比率

学科 高校名 地域類型

就職者人
数（2002
～2007年3

単発採
用企業
比率

学科 高校名 域類 年
月卒業年
平均）

比率
（％）

普通科 東京Ａ普通高校 類型１ 10 100.0%普通科 東京Ａ普通高校 類型１ 10 100.0%
埼玉Ｄ普通高校 類型１ 17 78.7%
長野Ｌ普通高校 類型２ 23 76.3%
秋田Ｇ普通高校 類型３ 44 76 4%秋田Ｇ普通高校 類型３ 44 76.4%

商業科 島根Ｒ商業高校 類型３ 62 72.2%
長野Ｎ商業高校 類型２ 64 70.7%
青森Ａ商業高校 類型３ 104 71 1%青森Ａ商業高校 類型３ 104 71.1%
埼玉Ｆ商業高校 類型１ 122 67.3%

工業科 埼玉Ｅ工業高校 類型１ 103 76.8%
青森Ｂ工業高校 類型３ 145 71 4%青森Ｂ工業高校 類型３ 145 71.4%



希望が重なった場合の調整希望が重なった場合の調整

2006年3

高校名 類型

年
月就職者
数（公務
員含む）

希望が重なった場合の調整

普通 島根Ｐ普通 類型３ 2 希望が重なることはまずない
長野Ｋ普通高校 類型２ 11 希望が重なることはまずないが、もし重なってもそのまま送る
埼 普 型埼玉Ｄ普通 類型１ 21 重なることはあまりない
長野Ｌ普通高校 類型２ 28 できれば絞りたいが、希望が強ければ尊重する
東京Ａ普通 類型１ 30 希望が重なることはまずない
秋田Ｈ普通 類型３ 47 以前は校内選考していたが、現在はしていない
秋田Ｇ普通 類型３ 62 校内選考前に調整するが、企業に問い合わせて問題なければ複数送る

商業 秋田Ｊ普通（商業）類型３ 57 校内選考商業 秋田Ｊ普通（商業）類型３ 57 校内選考
東京Ｄ商業 類型１ 92 成績順に希望を出すことができる
埼玉Ｆ商業 類型１ 127 成績順に希望を出すことができる
長野Ｎ商業 類型２ 72 成績・生活態度・求人側の条件などで校内選考
大分Ａ商業 類型３ 48 成績や出席状況などで校内選考
島根Ｒ商業 類型３ 55 成績や部活・出席状況で校内選考
高知Ａ商業 類型３ 71 成績を中心に校内選考
北海道Ａ商業 類型３ 107 希望があればどんどん受けさせる
青森Ａ商業 類型３ 115 希望者は送り出すようにしている

工業 東京Ｂ工業 類型１ 83 校内選考するが、納得しなければ送り出す
長野Ｍ工業 類型２ 92 成績と出席状況で校内選考
高知Ｂ工業 類型３ 98 成績で校内選考高知Ｂ工業 類型３ 98 成績で校内選考
埼玉Ｅ工業 類型１ 130 校内選考
秋田Ｉ工業 類型３ 約130 重なることはあまりないが、事前に調整して絞り込む
大分Ｂ工業 類型３ 135 成績・欠席・人物などで校内選考
青森Ｂ工業 類型３ 175 県外は校内選考、県内は希望者を送り出す
北海道Ｂ工業 類型３ 180 重なることはあまりないが、試験を受けさせてくれるようにお願いする北海道 業 類 、試験 受け くれ う お願 す



分析結果果

高校―企業間関係は就職者人数の多寡と深
く関連した学科によって決まっている。就職者
人数は関係の継続にとってもっとも重要な変人数は関係の継続にと ても とも重要な変
数。

就職者人数による就職指導への物理的制約就職者人数による就職指導への物理的制約
により、成績という指標による秩序の維持が
求められる求められる。

就職指導は地域類型の影響が見られる。就職指導は地域類型の影響が見られる。

→就職者人数、地域類型によって、校内選抜
から見た就職指導のタイプが決定されるから見た就職指導のタイプが決定される。



高校就職指導のタイプ高校就職指導のタイプ
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今後の論点今後の論点

高校－企業間関係が弱くなると、高校生の安高校 企業間関係が弱くなると、高校生の安
定した移行に役立つ企業の情報（実際のキャ
リアの展開や働き方 高校生の処遇 企業がリアの展開や働き方、高校生の処遇、企業が
望む人材など）が不十分になる。どのように
補完するか補完するか。

就職者が少ない「自由型モデル」の高校では就職者 少な 自由型 デル」 高校 は
キャリア教育の重要性が増す。どのように
キャリア教育を展開するのが望ましいかキャリア教育を展開するのが望ましいか。

保護者をどのように取り込むのか（姿勢、家
計 厳しさなど）計の厳しさなど）
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